
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　予定

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　３年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 ■ ゼロ予算事業 □ 担当者 村石英児

全体計画 平成31年度 ～ 令和 2年度 経費区分 － 内線 3137

事務事業名 14311 第六次須坂市総合計画策定事業

所　　属 050200 総務部・政策推進課

施　　策 17024500 長期的展望に立った財政運営

会計 01 一般会計
予算

科目 020109 総務費・総務管理費・企画費
科目

事業 980000 第六次須坂市総合計画策定事業

事業目的 事業概要・効果 

第五次総合計画の計画期間が令和２年度で終了するた 第六次総合計画は、第五次総合計画と同様に基本構想

め、令和３年度を初年度とする第六次須坂市総合計画 (10年)・基本計画(5年)・実施計画(3年)の三階層とし

を策定する。 、基本構想では市の将来像、まちづくりの基本姿勢、

（既存

内

の行政計画である国土

部

利用計画、まちひとし

評

ご 施策の大綱を定め、

価

基本計画では、基本構

【

想に定める

と創生総合

二

戦略については総合計

次

画に統合する） 将来像

】

を実現するための施策

1

を体系づける。

 

　時

頁

代の潮流を的確に捉え

令

、社会環境の変化や住

和

民ニ

ーズの多様性を的

　

確に分析し、今後の施

３

策方針を具体

的に示し

年

た計画とするとともに

度

、多くの市民意見を吸

　

い上げつつ職員の知恵

行

と創意により、市民と

政

行政の協

働の指針とな

評

る計画策定を目指す。

価

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

事

績及び予定

令和 2年

業

度　実績 令和 3年度

別

　予定

基本構想を作成

シ

するとともに、市内団

ー

体等とのヒアリ ※令和

ト

２年度で事業終了

ング

実

やパブリックコメント

計

などを行い、第六次総

対

合計

画前期基本計画を

象

作成する。

令和 4年

評

度　予定 令和 5年度

価

　予定

令和 6年度　

対

予定 令和 7年度　予

象

定



0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 4,877.6 0.0

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 4,877.6 0.0

市民一人当たりの経費 0.2 0.0

総額 8,260.6 0.0

（単位：千円）

令和 2年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

審議会委員報酬134
7節  報償費 134

印刷製本費608
10節 需用費 608

計画策定業務委託2,605
12節 委託費 2,605

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

費用弁償36
その他 36

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 2年度 令和 3年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 2年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 2年度 令和 3年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,383 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3,383 0

正規職員 0.7 0.0
人員数

嘱託職員



委

とは極めて重要である

託

。策定し、計画に沿っ

費

て各施策に関連する事

1

業を進めることが基本

4

構
評   価

想に掲げ

節

る将来像の実現に寄与

 

する。
コメント

・成果

工

を落とさずにコストを

事

削減する方法はあるか

請

効 率 性 ・効率性向

負

上に努めているか やや

費

向上

・使用料などの受

1

益者負担や補助対象事

8

業の範囲など、財源確

節

保の余地はないか

策定

 

については一部業務委

負

託とし実施することで

担

、膨大な関連調査業務

金

や資料作成に要する時

補

間が短縮でき、

本来時

助

間をかけて検討しなけ

及

ればいけない部分の業

び

務に専念が可能である

交

。結果として、実効性

付

のある計画策
評   

金

価
定が可能となる。

コ

そ

メント

振り返り（決算

の

年度の取組み課題）

特

他

筆事項なし。

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 3

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

3

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

効率的かつ効

節

果的な行政運営を進め

金

る上で、長期的視点を

額

明確に定め、市民・企

内

業・活動団体・行政が

容

その方

向性を共有する

7

ことは極めて重要であ

節

る。
評   価

コメン

 

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対

報

する達成度は十分か

有

償

 効 性 ・市民生活上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

0

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

需

うな事業内容になって

用

いるか

効率的かつ効果

費

的な行政運営を進める

1

上で、長期的視点を明

2

確に定め、市民・企業

節

・活動団体・行政がそ

 

の方

向性を共有するこ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画審議会による活発な議論と庁内各課等の連携 社会環境の変化や住民ニーズの多様性を的確に分析し

により、策

内

定当初に定めた策定方

部

針に沿い、10年間の

評

、市民意見を吸い上げ

価

つつ職員の知恵と創意

【

により、

基本構想と５

二

年間の基本計画につい

次

て、分かりやすく 市民

】

と行政の協働の指針と

4

なる計画策定ができた

頁

。

実効性のある計画策

Ａ

定ができた。

外部評価

Ｃ

次年度以降の方向性

外

Ｔ

部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


